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 2019 年のタイの注目トピックスは「総選挙」です。早ければ今年 2月にも実施される予定です。

そこで今回はタイの総選挙の概要についてレポートします。 

  

１．総選挙の背景 

 タイでは現在、プラユット首相が率いる軍事政権による暫定政権が続いています。軍事政権の

発足は、地方の農業従事者などを主な支持基盤とする「タクシン派（通称：赤シャツ）」と、都

市部の中間所得者層を主な支持基盤とする「反タクシン派（通称：黄シャツ）」の対立により繰

り返された長期にわたる反政府デモを収束させるため、2014 年 5 月に軍部がクーデターを起こし

たことがきっかけとなっています（表 1）。 

 軍事政権は発足直後から早期に民政移管を目指す方針を示していましたが、これまで様々な理

由により総選挙の実施が延期されてきました。国内外から総選挙の早期実施に向けた圧力が徐々

に強まるなか、新憲法や選挙関連法案が整ったいま、軍事政権はようやく総選挙の実施に踏み切

ったものと考えられます。 

総選挙の日程については、現地の報道によれば、2019 年 2 月 24 日に実施される可能性が高く、

今後予定されている国王による総選挙実施の勅令を経て、本格的に選挙戦がスタートします。な

お、これまで未実施となっている新国王の戴冠式については、総選挙後に実施する公算が高いも

のと考えられます。 

 

2001 年 タクシン政権発足 

2005 年 タクシン氏の汚職を理由に黄シャツによるデモが発生 

2006 年 クーデターによりタクシン氏失脚 

2008 年 

総選挙によりサマック政権（タクシン支持）発足 

裁判所の判決によりサマック氏失脚 

ソムチャーイ政権（タクシン支持）発足 

黄シャツによるデモが発生 

アピシット政権（反タクシン派）発足 

2009 年 赤シャツによるデモが発生 

2011 年 インラック政権（タクシン派）発足 

2013 年 
タクシン氏の恩赦法案をきっかけに反政府デモが発生 

インラック氏が国会を解散 

2014 年 クーデターによりプラユット政権（軍事政権）が発足 

 

２．選挙制度について 

（１）選挙の概要 

 今回の選挙は 2017 年 4 月に公布された新憲法や、その後施行された選挙関連法にもとづき、新

しい選挙制度が適用されます。タイの国会は上院・下院の二院制となっており、今回の選挙では

下院議員の 500 名が投票によって選出されます。なお今回の選挙では、上院議員については選挙

が実施されず、軍や警察のトップに議席が割り当てられるほか、その他の議席については、軍事

バンコク通信～民政復帰へ向けた総選挙について～ 

（出所：各種報道を基に筆者作成） 

【表 1：現在の政権発足までの主な出来事】 
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政権が指名する上院議員選出委員会により、議員が任命される仕組みとなっています（表 2）。 

 

 

 

 

 

 

（２）選挙方法について 

選挙方法は、18 歳以上の有権者により各政党の候補者

名のみを記名する形式で投票が行われ、各選挙区内で最

大の票を獲得した候補者が小選挙区議員として選出され

ます。また、比例区については、各政党の小選挙区・比

例区合わせた総獲得議席数が、小選挙区の得票率に連動

するように、各政党に割り当てられます（図 1）。この

仕組みにより、大規模政党の議席数が従前より少なくな

り、そのかわりに中規模政党の議席数が増える可能性が高くなると言われています。 

（３）首相の選任方法について 

 首相の選任は、新憲法では各政党から候補者を選出したうえで、下院において過半数の賛成を

得たうえで任命されることとなりますが、今回については経過措置（当初 5 年間）として、上院・

下院合わせた投票を行い、過半数（376 席）の賛成を得ることが条件となります。 

 

３．総選挙の注目ポイントについて 

 今後選挙活動が本格化し勢力図が大きく変わることも

想定されますが、現時点では①前回総選挙時に第一党と

なった親タクシン派の「タイ貢献党」、②バンコク市民

や中所得者層に支持基盤を持つ「タイ民主党」、③主要

ポストを現在の軍事政権閣僚が務める親軍政党「国民国

家の力党（新党）」などが議席数を多く獲得する可能性

があるとみられています（表 3）。また、今回の選挙制度

を踏まえると、総選挙後も軍事政権の影響力が残ること

が想定されますので、民政復帰へのステップとして親軍以

外の政党がどの程度勢力を伸ばせるのかに注目が集まる

ものと考えられます。 

 

４．おわりに 

タイ政治は民政復帰へ向けた重要な局面を迎えています。選挙活動が本格化するなかでのデモ

の発生や、選挙結果を受けて再び政治不安に陥るなど、今後のタイの情勢を不安視する声も多く、

引き続きタイの動向に注視してまいります。                    以上       

（出所：タイ 2017 年憲法を基に筆者作成） 

・下院議席数合計　　：500名…①
・全体の得票率　　　：50％ …②
・総獲得議席数　　　：250名…③
　⇒①500名×②50％
・小選挙区獲得議席数：200名…④
　⇒小選挙区選出者数
・比例区獲得議席数　：50名 
　⇒③250名―④200名

【図 1：獲得議席数の計算方法の例】 

【表 3：前回総選挙（2011 年）の結果】 

政党 議席数

タイ貢献党 265名

民主党 159名

タイの誇り党 34名

タイ国民発展党 19名

その他 23名

合計500名

（出所：Election Commission of Thailand） 

【表 2：選挙制度の概要】 

議会 上院 下院

議席数 当初250名（※） 500名

選任方法 現在の軍事政権により指名 小選挙区350名・比例区150名

任期 当初5年（※） 4年

　　※経過措置据置期間終了後は議席数200名・任期4年　

【足利銀行バンコク駐在員事務所 駐在員 塚本 修平】 
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 ベトナムでは、労働者を対象とする公的な保険制度の一つとして、疾病手当や妊娠出産手当、

労災・職業障害手当等を保証する「社会保険」があります。その社会保険の制度について 2018 年

10 月 15 日付で外国人労働者強制社会保険に関わる施行細則を定める政令が公布されました。そ

こで、公布された政令を含むベトナムの社会保険の概要をレポートします。 

 

１．これまでの経緯 

 以前は保険加入対象者がベトナム国民に限られていましたが、外国人労働者の社会保険加入が

2016 年から施行されている 58/2014/QH13 号に明記されました（実際の適用は 2018 年 1 月 1 日か

らを予定していました）。しかし、既に外国人労働者の出身国で保険料を納めている企業にとっ

ては保険料の二重負担となることから、各国の商工会議所や企業から不満の声が上がっていまし

た。更に、適用日の 2018 年 1 月 1 日を過ぎても施行細則が発行されなかったため、撤回されたと

いう見解もありましたが、2018 年 10 月 15 日付で政令 No.143/2018/ND-CP 号が公表され、2018 年

12 月 1 日より当該政令が施行されています。 

 

２．ベトナムの社会保険の概要 

（１）加入対象者（外国人労働者）※今回の政令で明らかとなった部分 

 労働許可証、実務証明書、実務公認証を有する下記いずれかの外国人労働者 

 ①無期限契約を有するベトナムで就労する者 

 ②1 年以上の労働契約を有するベトナムで就労する者 

（２）加入対象外（外国人労働者）※今回の政令で明らかとなった部分 

 ①企業内人事異動（親会社など資本関係のある会社内での異動）で一時的にベトナムに赴任さ

れた者かつ、その企業内で 12 ヶ月以上の勤務歴を持つ管理者、ディレクター、専門家、技術

者 

 ※但し、社内人事異動の者でもベトナムで雇用契約を結んでいる場合は、社会保険加入の対象

者とする方針のようです。 

 ②ベトナムの労働法に基づく、定年（男性 60 歳、女性 55 歳）以降に就労する者 

（３）社会保険の種類と保険料率について 

 ①社会保険の種類 

 「疾病手当」、「妊娠・出産手当」、「労災・職業障害手当」、「退職年金・遺族給付」を受

給することができるほか、下記の場合には外国人労働者は「社会保険一時金」を受給するこ

とができます。 

 Ⅰ.定年（男性 60 歳、女性 55 歳）に達しているが、社会保険料納付期間が 20 年未満の場合 

 Ⅱ.疾病（癌、ポリオ、肝硬変等生命を脅かす疾病または保健省が定めた疾病）のいずれかに罹

った場合 

 Ⅲ.退職年金を受給する権利（社会保険法第 54 条 1 項の規定に定める条件）があるが、今後ベ

トナムに居住しない場合 

 Ⅳ.労働契約期間が終わった場合、または労働許可証・実務証明証・実務公証書の有効期限が満

了となったが、延長しない場合 

ベトナムホーチミン通信～外国人労働者強制社会保険加入について～ 
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②保険料率（出所：「政令 No.143/2018/ND-CP 号」より作成） 

種類（適用 2018.1.1～2021.12.31） 雇用者負担 従業員負担 

「疾病手当」「妊娠出産手当」 3.0％ 0.0％ 

「労災・職業障害手当」 0.5％ 0.0％ 

「退職年金・遺族給付」 0.0％ 0.0％ 

合計 3.5％ 0.0％ 

 

種類（適用 2022.1.1 以降） 雇用者負担 従業員負担 

「疾病手当」「妊娠出産手当」 3.0％ 0.0％ 

「労災・職業障害手当」 0.5％ 0.0％ 

「退職年金・遺族給付」 14.0％ 8.0％ 

合計 17.5％ 8.0％ 

（４）罰則規定 

 外国人労働者に対する個別の規定は存在しないため、ベトナム人労働者に対するものと同じ規

定が適用されます。（下図参照） 

【社会保険の行政罰則規定（出所：政令 No.95/2013/ND-CP より作成）】 

違反行為 罰金額 最大罰金額 

納付の遅延、規定に満たない額の納付、 

規定の人数に満たない額の納付 

行政処分の作成時点における納付す

べき総額の 12～15％程度 7,500 万 VND 

（約 35 万円） 加入者全員に対する保険料を納付しな

い場合 

行政処分の作成時点における納付す

べき総額の 18～20％程度 

 但し、2018 年 1 月から社会保険料等の悪質な滞納者には、刑法（No.100/2015/QH13 号）に基づ

く罰則規定が施行されており、違反者や企業には最大 30 億 VND（約 1,500 万円）の罰金または最

大 7年の禁固刑が科されるようになりました。2018 年 3 月には韓国の企業がホーチミン市では初

めて社会保険滞納（280 億 VND＝約 1.4 億円）によって当局に刑事告訴されています。 

 

３．おわりに 

 政府より公布された政令を含むベトナムの社会保険の概要について説明してきましたが、管轄

官庁である労働傷病社会事業所や社会保険庁から新政令に対応する法令や通達は未だ公布されて

いません。そのような状況で、ハノイ市やホーチミン市の社会保険当局からは新政令に対応する

公文書が発行され、既に社会保険料の徴収が始まっているようです。一方で、その他の地域では

12 月 20 日の時点でその公文書も発行されていない状況です。上記の通り、12 月 15 日付の政令に

よる施行細則が公表されましたが、ベトナム全土で新政令に対する対応への統一感がないため、

今後、実際の運用でも不明確な部分が出てくるものと考えられます。引き続き、社会保険の動向

について注視し、新たな情報を発信してまいります。 

以上 

【ヴィエティンバンク ホーチミン駐在 大森 純希】 

 一般最低賃金（＝公務員の最低

賃金：2018 年 12 月時点で 139 万

VND＝約 7 千円）の 20 倍が算定基

準額（基本給や各種手当てを含め

る）の上限（2,780 万 VND＝約 13.6

万円）となります。この算定基準

額に右の図の保険料率をかけて、

保険料を算出します。 

※一般最低賃金は、定期的に見直

されています。 
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アセアン駐在員コラムでは、東南アジア各国で生活している駐在員や現地スタッフからの情報を毎月発

信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アセアン駐在員コラム 

フォーミュラ 1（以下、F1）とハノイ市は、 

2020 年からベトナム GP をベトナムの首都ハノイ 

で開催することを発表しました。開催予定地はハ 

ノイ中心部から西部のミーディン地区です。コー 

スの距離は約 5.565ｋｍ（既存の道路と今後新設 

予定の道路を組み合わせる）で、時間は 4時間の 

制限時間付きで行われます。グランプリ・ベトナ 

ム（ベトナムの不動産最大手ビングループの子会 

社）がメインスポンサーとなり運営されます。 

 観戦チケットの値段は、一般の人も観戦できるよう比較的安価となるとみられ、2019 年

に公表される予定です。F1 開催を機に、レースに関わる売上や関連サービスが新たに生み

出されるとともに、今後ベトナムの自動車普及を後押しするのではと期待されています。 

(常陽銀行ハノイ駐在員事務所 現地スタッフ グエン ティ トゥイ) 

（バンクネガラインドネシア ジャカルタ駐在 五津 徳昭） 

ジャカルタでは毎年、日本にちなんだお祭り 

が盛大に行われます。そのなかでも有名なお祭 

りが「ジャカルタ・ジャパン祭り」と「縁日祭」 

です。ジャカルタ・ジャパン祭りは、日イ両国 

の交流促進と相互理解のため、国交 50 周年記念 

となる 2008 年から毎年開催されています。日本 

の和太鼓演奏やインドネシアの民族舞踊が行われ、 

ジャカルタ市民も多数訪れています。縁日祭は、 

ジャカルタのリトルトーキョーであるブロック M 

で 2010 年から毎年開催されています。日本のグルメやポップカルチャーを紹介するイベン

トであり、B級グルメの屋台や物販ブース、コスプレなどが楽しめます。日本の有名アーテ

ィストを招き、ライブも盛大に行われます。こうしたお祭りは、駐在員にとって日本を感じ

る良い機会になっています。 

【縁日祭の様子（ブロック M）】 

【F1 開催予定地】 

【インドネシア】～ジャカルタで開催される日本のお祭り～ 

【ベトナム】～フォーミュラ１（F1）開催～ 
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【タイ】～レンタル自転車～ 

        

  

 

 フィリピンで最も人気のお酒と言えば、蒸留酒の「ジン」

です。フィリピン人の年間のジン消費量は 1 人当たり 1.4

リットルと言われています。実際、フィリピンは世界一の

ジン消費国と言われています。そして世界で最も消費され

ているジンと言えば、写真のヒネブラ・サンミゲルになり

ます。アルコール度数 80 度と強烈ですが、甘目のコーヒ

ーや粉ジュースと混ぜるなどフィリピン独自の飲み方が

あります。スペイン文化の影響、ラテン系の陽気な気質の

フィリピン人にとっては、お酒は人生の友と言えるようで

す。 

（足利銀行バンコク駐在員事務所 駐在員 塚本 修平） 

【人気のジン：ヒネブラ・サンミゲル】 

（BDO ユニバンク マニラ駐在 松本 晃佳） 

（常陽銀行シンガポール駐在員事務所 現地スタッフ 関 順） 

【旧正月の花火の様子】 

 バンコクには渋滞の多い地域を効率良く移動するため

に、レンタル自転車が設置されているところがあります。

バンコク都が運営する「PUN-PUN」は、都内に 50 か所のバ

イクステーションを有し、各ステーション間を行き来でき

るレンタル自転車サービスです。登録料は 320 タイバーツ

で、パスポートの提示により外国人でも利用可能です。ま

た、レンタル料金は 15 分以内の利用であれば無料となっ

ており手軽に利用することが出来ます。渋滞を避ける移動

手段としても快適で、また、自転車からの景観も新鮮で楽

しいものがあります。但し、交通事故には十分注意して利

用してください。 

シンガポールでは、日本の正月文化とは異なり、中華

圏特有の旧正月を盛大にお祝いします。1 年の中でも最

も重要な日と位置付けられており、街中が煌びやかに彩

られます。旧正月では、家族、親戚、親しい友人との結

束を深めるために丸鍋を囲みます。丸鍋は、角がないこ

とから、一族の繁栄が継続するようにとの願いが込めら

れています。また日本と同様に、アンパオと呼ばれるお

年玉文化もあります。 

今年の旧正月は 2019 年 2月 5日～6日となっておりま

すので、体験してみてはいかがでしょうか。 

【フィリピン】～お酒事情について～ 

【自転車ステーション】 

【シンガポール】～チャイニーズ・ニューイヤー～ 
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アセアンの株式・為替市場の動向について（12 月） 

 

【株式市場】 

 シンガポール：外部環境の悪化につれて調整も内部要因には反応薄く 

 3 日に約 2 ヶ月振りの高値をつけたあと、米株安を受けた投資家心理の悪化や、

米中対立が強まるとの懸念からリスク回避の動きが強まった。12 日にファーウェイ

副会長の保釈決定や貿易協議の進展期待を背景に大幅反発。輸出額マイナスとなっ

たが反応は薄く、米株の大幅安を受けてシンガポール ST 指数は前月比▲1.57％で取

引を終了した。 

 マレーシア：外部環境悪化や 1MDB 関係者逮捕などから年初来安値更新 

 1MDB を巡るナジブ前首相の再逮捕や米中対立、日本の実質 GDP の低迷などの外部

環境の悪化を受け、18 日に年初来安値を更新した。その後は景気動向指数の上昇や

製造業の好業績見込みを材料に大幅に反発。マレーシア株価指数は前月比 0.64％で

取引を終了した。 

 タイ：7年超ぶりの利上げや外部環境の悪化を嫌気 

 3 日の急騰後、産油国の減産合意量が小幅になるとの懸念や総選挙、中国人観光

客減少を受け下落基調で推移。その後も米中貿易摩擦や世界景気減速懸念、英国の

EU 離脱問題を受け続落し、27 日年初来安値を更新。タイ SET 指数は、月間ではほぼ

全面安となり前月比▲4.75％で取引を終了。 

 フィリピン：石油税引き上げを嫌気も、インフラ投資を好感 

 4 日にかけ急騰した後、石油税の引き上げや米中貿易摩擦への警戒から大幅反落。

その後、外資企業の資本要件緩和や地下鉄敷設計画を受けて緩やかに上昇。下旬に

かけ小幅に反落したが、方向感に乏しい展開となり、前月比 1.33％で取引を終了し

た。 

 インドネシア： 米利上げペース鈍化観測台頭で通貨ルピアが堅調 

 米中の貿易摩擦懸念が緩和し 3日に上昇したが、その後は小幅な値動きとなった。

13 日、米利上げのペース鈍化観測を背景に通貨ルピアが強含み、4 月以来の高値を

つけた。通貨ルピアの大幅上昇を受け、インドネシア株式指数は上昇基調で推移し、

前月比 2.28％で取引を終了した。 

 インド：総裁辞任で不透明感台頭も、原油安等を追い風に反発 

 月前半は、原油高を受けた経常赤字拡大懸念やインド準備銀行総裁の辞任を材料

に下落。その後、原油価格やルピーが持ち直し、米利上げペースの鈍化観測も追い

風となり反発したものの、インド SENSEX 指数は前月比▲0.35％で取引を終了した。 

 

【常陽銀行シンガポール駐在員事務所 駐在員 関 貴弘】 

  

株価指数 ⽉末株価 ⽉間
騰落額

⽉間
騰落率 通貨単位 ⽉末為替

レート（円）
⽉間

騰落額
⽉間

騰落率
シンガポール ST指数 3,068.76 ▲ 48.85 ▲1.57％ 1シンガポールドル 80.48 ▲ 2.26 ▲2.73％
マレーシア KLCI総合指数 1,690.58 10.72 0.64% 1リンギット 26.61 ▲ 0.47 ▲1.74％
タイ SET指数 1,563.88 ▲ 77.92 ▲4.75％ 1バーツ 3.39 ▲ 0.05 ▲1.52％
フィリピン フィリピン総合指数 7,466.02 98.17 1.33% 1ペソ 2.10 ▲ 0.07 ▲3.13％
インドネシア ジャカルタ総合指数 6,194.50 138.37 2.28% 100ルピア 0.76 ▲ 0.03 ▲3.93％
インド SENSEX指数 36,068.33 ▲ 125.97 ▲0.35％ 1ルピー 1.57 ▲ 0.06 ▲3.69％

出所︓Bloomberg

国
株式市場 為替市場

アセアン各国株式市場・為替情報（12 月） 
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◎経済 

 シンガポール 
  ・米中貿易摩擦を懸念が 8割 在シンガポール米商工会議所調査（12/11） 

  ・株式市場での資金調達、今年は低調（12/14） 

  ・半導体業界に楽観的な見通し、経済開発庁（12/27） 

 マレーシア 
    ・GDP4％以上で来年の政策金利据え置きか（12/4） 

    ・企業統治ランク、アジア 4位に上昇（12/7） 

       ・来年 2～4月の景気は回復傾向、統計局（12/26） 

 タイ 
 ・労働者保護法の改定案可決、来年 1月に施行（12/17） 

 ・来年の輸出、米中摩擦で 44 億米ドル縮小も（12/24） 

 ・GDP 成長率が 12 年以来の 4％台に（12/28） 

 インドネシア 
    ・19 年予算調達で 30 億ドルのドル建て国債発行（12/7） 

    ・総選挙後に海外投資回復へ、投資調整庁長官（12/17） 

 ・IMF 世銀総会、経済効果は 5.5 兆ルピア（12/20） 
 フィリピン 

    ・小売りへの外資参入障壁緩和、下院委が承認（12/13） 

 ・中銀が政策金利据え置き 6 会合ぶり、インフレ率鈍化受け（12/14） 

 ベトナム 
  ・地域別最低賃金、1月から平均 5.3％上昇（12/17） 

   ・18 年の経済成長率 7.08％、07 年以来の 7％台（12/28） 

      

◎その他 
 シンガポール 

 ・デング熱が 1週間で 100 件超、今年初（12/6） 

・国民の半分近くが睡眠不足、ユーガブ調査(12/19）  

  ・17 年の富裕層人口は 12％増 仏社調査、前年上回る伸び（12/20） 

 マレーシア 
 ・議員への人権侵害 500 件超、アジアではマレーシア多く（12/10） 

 ・ナジブ前首相、1MDB 報告書改ざんで逮捕（12/11） 

 タイ 
  ・邦人危うく覚醒剤運び屋に、無料旅行で勧誘（12/11） 

  ・交通事故死、依然アジア最悪 二輪事故の対策課題（12/17） 

 ・訪日タイ人、東南ア初の年百万人を達成（12/20） 

 インドネシア 
 ・不法就労で 4邦人に有罪、東部パプア（12/13） 

 ・スンダ津波の死者 400 人超え 海底火山の地滑りで、被害拡大へ（12/26） 

 フィリピン 
 ・ココナツ蒸留酒で死者 21 人（12/13）  

 ・女性の社会進出世界 8位に上昇、WEF 調査（12/20） 

 ベトナム 
 ・サッカーのスズキカップ、ベトナムが優勝（12/17） 

 ・18 年流行はサッカーとビングループ トレンド番付、ベトナム発に勢い（12/26） 

 ・ハノイの競馬場建設計画、首相が承認（12/27） 

 

（出所：各種新聞、雑誌） 

アセアン各国ニューストピックス 



  MEBUKI ASEAN REPORT Vol. 4 

9 
 

 

2019年1月

PH IN VN
CD 1 MM
TH JP SG MM

MM CD

JP

ID

2019年2月

VN IN

VN MY SG PH MY SG VN VN VN

ID JP MM

TH CD

PH

2019年3月

MM

ID IN CD

MM ID JP

MM

出典：ジェトロ各国情報等

JP MY TH

SG PH VN

IN MM ID

CD

31

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

日 月 火 水 木 金 土

1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28

日 月 火 水 木 金 土

1 2

3 4 5 6 7 8 9

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31

日 月 火 水 木 金 土

2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

カンボジア

マレーシア

フィリピン

ミャンマー

タイ

ベトナム

インド

シンガポール

日本

インドネシア

※ナショナルホリデーのみ掲載

※祝祭日名省略
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 お客様の海外進出をサポートするため、様々な機関や外国銀行と業務提携を結び、支援体制の強化

を進めています。 

 

◎業務提携先一覧 

提携先 常陽 足利 主な業務内容 

中国銀行（中国） ● ● 
中国国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

交通銀行（中国） ●  

中国信託商業銀行（台湾） ●  台湾情報の提供および各種金融サービスの提供 

カシコン銀行（タイ） ● ● 
タイ国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

バンコック銀行（タイ） ●  

バンクネガラインドネシア 

（インドネシア） 
●  

インドネシア国内情報の提供および各種金融サービスの提供 
CIMB ニアガ銀行 

（インドネシア） 
 ● 

ヴィエティンバンク 

（ベトナム） 
● 

 

ベトナム国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

ベトコム銀行（ベトナム） ● ● 

ベトナム外国投資庁 

（ベトナム） 
● 

 ベトナム関連セミナーの開催協力 

ベトナム進出に関する各種支援、投資関連情報の提供 

BDO ユニバンク（フィリピン） ●  

フィリピン国内情報の提供および各種金融サービスの提供 メトロポリタン銀行 

（フィリピン） 
 ● 

インドステイト銀行 

（インド） 
● ● インド国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

バナメックス（メキシコ） ● ● メキシコ国内情報の提供および各種金融サービスの提供 

アグアスカリエンテス州政

府ほか（メキシコ） 
● ● 

メキシコに関する現地市場調査 

投資情報の提供 

日本貿易振興機構（JETRO） ● ● 海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

国際協力機構（JICA） ●  途上国での海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

国際協力銀行（JBIC） ●  海外展開支援融資の提供 

日本貿易保険（NEXI） ● ● 輸出取引を行う際の海外取引リスクに備える各種貿易保険の提供 

中小企業基盤整備機構  ● 海外事業展開や各国制度等に関する各種情報提供 

東京海上日動火災保険 ● ● 海外リスク情報等の提供 

リスクマネジメントコンサルティングサービスの提供 

各種損害保険の提供 

損保ジャパン日本興亜 ● ● 

三井住友海上火災保険 ● ● 

セコム ●  海外での安全システム・防犯危機商品の提供 

海外セキュリティーサービスの提供 綜合警備保障 ●  

めぶきＦＧアジアネットワーク 
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◎めぶきＦＧ海外駐在員事務所 

常陽銀行シンガポール駐在員事務所 

63 Market Street, #11-03 Bank of Singapore Centre 

Singapore 048942  

TEL:+65-6225-6543 

常陽銀行ハノイ駐在員事務所 

5th Floor, Sun Red River, 23 Phan Chu Trinh 

Street, Hoan Kiem District, Hanoi, Vietnam 

TEL:+84-24-3218-1668 

常陽銀行上海駐在員事務所 
上海市延安西路 2201 号 上海国際貿易中心 1901 室 

TEL:+86-21-6209-0258 

常陽銀行ニューヨーク駐在員事務所 
712 Fifth Avenue, 8th Floor, New York, NY 10019 

TEL:+1-347-686-8420 

足利銀行香港駐在員事務所 

Suite 1601, 16th Floor, Tower 2, The Gateway, 

Harbour City, Kowloon, Hong Kong 

TEL:+852-2251-9475 

足利銀行バンコク駐在員事務所 

689, Bhiraj Tower at Emquartier, 27th Floor, Room 

No.2714, Sukhumvit Road, Klongton-nue, Wattana, 

Bangkok, Thailand 10110  

TEL:+66-2-261-2852 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アジア全域】 
○日本貿易保険、損害保険ジャパン日本興亜、 

東京海上日動火災保険、三井住友海上火災 
保険によるリスクマネジメント 

○日本通運による物流サポート 
○セコム、綜合警備保障によるセキュリティ 

コンサルティング 
○沼尻産業、ユーユーワールドによる輸出支 

援サービス 
○アリババによる海外販路開拓サービス 
○国際協力銀行による中堅・中小企業海外事 

業安定化支援 
○ハラル・ジャパン協会によるハラルに関す

るコンサルティング 

【台湾】 
○中国信託商業銀行による金融サービス提供 

【中国】 
○上海駐在員事務所によるサポート 
○香港駐在員事務所によるサポート 
○中国銀行、交通銀行による金融サービス提供 

【ベトナム】 
○ハノイ駐在員事務所によるサポート 
○ヴィエティンバンク、ベトコム銀行による 

金融サービス提供 
○ベトナム外国投資庁による各種情報提供 

【インド】 
○インドステイト銀行による金融サービス提供 

【フィリピン】 
○BDO ユニバンク、メトロポリタン銀行による

金融サービス提供 

【タイ】 
○バンコク駐在員事務所によるサポート 
○カシコン銀行、バンコック銀行による金融 
 サービス提供 
○ジェイ・ウィル・グループによる進出支援 

【インドネシア】 
○バンクネガラインドネシア、CIMB ニアガ銀行 

による金融サービス提供 

【シンガポール】 
○シンガポール駐在員事務所による同国および 
 周辺諸国へのサポート 
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【Mfair バンコク 2019 ものづくり商談会】 

日 程 2019 年 6 月 19 日（水）～21 日（金） 

開催国 タイ：バンコク 

会 場 BITEC Hall 105 

概 要 製造業（タイでの部品調達、販路拡大を目的とする製造業企業）やソリューショ

ン企業（製造業企業にサービス、製品を提供する非製造業企業）を対象に商談会

を開催いたします。大手製造業企業と直接商談できるバイヤーズエリアやタイ企

業とのマッチングサポートがあり、新たなビジネスを創出するきっかけの場とし

てご利用いただけます。 

出展申込期間は 2019 年 2 月 28 日（木）までとなります。 

URL http://www.mfairshow.com/ 

照会先 足利銀行 バンコク駐在員事務所 TEL +66-2-261-2852 

 

 

 

 

 

めぶきＦＧイベント情報 


